１－１号様式（第３条関係）

平成　　年　　月　　日

地方独立行政法人青森県産業技術センター

理事長　　　　　　　　　　殿

申請者（中小企業者等）
　住　所

　名　称

　代表者職氏名　　　　　　　　　　印

申請者（農林漁業者）

　住　所

　名　称

　代表者職氏名　　　　　　　　　　印

あおもり農商工連携助成事業助成金交付申請書

平成　　年度において実施するあおもり農商工連携助成事業について、助成金の交付を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

１　助成事業に要する経費及び助成金交付申請額

助成事業に要する経費　　　金　　　　　　　　　　　　　　円

助成金交付申請額　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　円

助成金申請額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除額＝助成金交付申請額
２　添付書類

・申請者の定款又はこれに代わる書面

・申請者の最近２期間の事業報告書、貸借対照表及び損益計算書（これらの書類がない場合にあっては、最近一年間の事業内容の概要を記載した書類）

（注）３者以上の中小企業者及び農林漁業者が連携する場合には、申請者の欄を繰り返し設けて記載すること。

２－１号様式（第３条関係）

事　　業　　計　　画　　書

１　連携体の概要

	①連携体の代表者

※連携体の代表者となる者を１名定め、記載すること。
	名称
	

	
	住所
	

	
	代表者名
	

	
	連絡先
	電話番号
	

	
	
	FAX番号
	

	
	
	担当者名
	

	
	
	E-mail
	

	
	資本金
	
	従業員数
	

	
	業種
	
	決算月
	

	②共同申請者
※上記①の代表者以外について記載すること。
	名称
	

	
	住所
	

	
	代表者名
	

	
	連絡先
	電話番号
	

	
	
	FAX番号
	

	
	
	担当者名
	

	
	
	E-mail
	

	
	資本金
	
	従業員数
	

	
	業種
	
	決算月
	

	③連携参加者
※事業を共同で実施する大企業等又は事業の実施に協力する大学、研究機関等がある場合に記載すること。
	名称
	

	
	住所
	

	
	代表者名
	

	
	連絡先
	電話番号
	

	
	
	FAX番号
	

	
	
	担当者名
	

	
	
	E-mail
	

	
	資本金
	
	従業員数
	

	
	業種
	
	決算月
	


（注）必要に応じて欄を繰り返し設けて記載すること。
２　助成事業の内容
	①区分
	○印
	助　成　事　業　者
	助成率

	
	
	①県内に事業所を有し経営の革新を行おうとする中小企業者と農林漁業者との連携体
	１／２以内

	
	
	①のうち雇用創出が見込まれる事業を行う者又は支援重点分野に該当する事業を行う者
	２／３以内

	
	
	①のうち特定売上目標（事業終了後３年間の開発商品の総売上が助成金の３倍以上となる目標をいう。）を設定し、達成する見込みのある事業を行う者
	４／５以内

	
	
	①のうちあおもり農商工連携推進プラン（ただし、「バイオマス」、「植物工場」、「農業機器等」の分野に限る。）に関連する事業を行う者
	４／５以内

	
	
	②中小企業者以外で、経営の革新を行おうとする県内の特定非営利活動法人、農事組合法人等と農林漁業者との連携体
	１／２以内

	
	
	②のうち雇用創出が見込まれる事業を行う者又は支援重点分野に該当する事業を行う者
	２／３以内

	
	
	②のうち特定売上目標（事業終了後３年間の開発商品の総売上が助成金の３倍以上となる目標をいう。）を設定し、達成する見込みのある事業を行う者
	４／５以内

	
	
	②のうちあおもり農商工連携推進プラン（ただし、「バイオマス」、「植物工場」、「農業機器等」の分野に限る。）に関連する事業を行う者
	４／５以内

	②事業名
	※事業内容が分かりやすい名称を記載すること。

	③事業の目的
	①会社の概要（業務内容、主な商品等を記載すること）
②経緯（今回の申請に至った経緯を記載すること）

　
③目的（今回申請する目的を記載すること）

　　

	④事業の内容
	※中小企業者等及び農林漁業者並びに連携参加者の経営資源をどのように活用し、どのようにして新商品又は新役務の開発、生産（提供）又は需要の開拓を行うのかがわかるように記載すること。
①事業の内容

②事業の特徴

③連携体の役割分担
　

	⑤実施方法及び
場所等
	※具体的な実施方法、実施体制、実施場所等を記載すること。

①実施スケジュール、場所及び内容
　

②新規雇用の予定

　・雇用人数及び時期　　人（平成　年　月雇用予定）

　・雇用形態

　・雇用する従業員の業務内容
③支援重点分野（該当する分野に○）

　・食産業

　・農工ベストミックス型産業

④売上目標（特定売上目標設定事業の場合は「特定売上目標」と記載）
　・事業終了後３年間の開発商品の総売上
　　商品名　　　　　　：規格（内容量等）　　　　　　
１年目（単価　　×数量　　　＝　　　　）

　　２年目（単価　　×数量　　　＝　　　　）

　　３年目（単価　　×数量　　　＝　　　　）

　　合　計　
※単価は「直売価格」、「卸売価格」等を記載する。　


	⑥実施期間
	開始予定日　　　　　平成　　年　　月　　日

完了予定日　　　　　平成　　年　　月　　日


（注）必要に応じて概要図等の資料を添付すること。

３　助成事業収支計画

（１）収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	項　　　目
	予　算　額
	摘　　　要

	１
	助　　成　　金
	
	

	２
	自　己　資　金
	
	

	３
	借　　入　　金
	
	

	４
	そ　　の　　他
	
	

	５
	合　　　　　計
	
	


（２）支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	助成対象経費の区分
	予　算　額
	摘　　要

	
	金　額
	うち助成額
	

	１
	（1）
	謝金
	
	
	

	２
	（2）
	旅費
	
	
	

	３
	（3）
	会議費
	
	
	

	
	（4）
	会場借上料
	
	
	

	
	（5）
	会場整備費
	
	
	

	
	（6）
	印刷製本費
	
	
	

	
	（7）
	資料購入費
	
	
	

	
	（8）
	通信運搬費
	
	
	

	
	（9）
	集計・分析費
	
	
	

	
	（10）
	調査・分析費
	
	
	

	
	（11）
	広告宣伝費
	
	
	

	
	（12）
	翻訳料
	
	
	

	
	（13）
	原稿料
	
	
	

	
	（14）
	職員旅費
	
	
	

	
	（15）
	受講料等
	
	
	

	４
	（16）
	原材料費
	
	
	

	５
	（17）
	機械装置・工具器具備品購入費
	
	
	

	６
	（18）
	外注加工費
	
	
	

	７
	（19）
	委託費
	
	
	

	８
	
	合　計
	
	
	


（注）助成金を充当する科目については、摘要欄に積算内訳を記載すること。
４　助成事業年度別収支計画
（１）収入の部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	項　　　目
	平成　年度 予算額
	平成　年度 予算額
	平成　年度 予算額
	合　　　計
	摘　　　　　要

	１
	助　　成　　金
	
	
	
	
	

	２
	自　己　資　金
	
	
	
	
	

	３
	借　　入　　金
	
	
	
	
	

	４
	そ　　の　　他
	
	
	
	
	

	５
	合　　　　　計
	
	
	
	
	


（２）支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	助成対象経費の区分
	平成　年度 予算額
	平成　年度 予算額
	平成　年度 予算額
	合　　　計
	摘　　　　　要

	
	金　額
	うち助成額
	金　額
	うち助成額
	金　額
	うち助成額
	金　額
	うち助成額
	

	１
	（1）
	謝　　　金
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	２
	（2）
	旅　　　費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	３
	（3）
	会　議　費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	（4）
	会場借上料
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	（5）
	会場整備費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	（6）
	印刷製本費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	（7）
	資料購入費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	（8）
	通信運搬費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	（9）
	集計・分析費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	（10）
	調査・分析費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	（11）
	広告宣伝費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	（12）
	翻  訳  料
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	（13）
	原  稿  料
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	（14）
	職員旅費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	（15）
	受講料等
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	４
	（16）
	原材料費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	５
	（17）
	機械装置・工具器具備品購入費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	６
	（18）
	外注加工費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	７
	（19）
	委  託  費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	８
	
	合　　  計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）助成金を充当する科目については、摘要欄に積算内訳を記載すること。

５　調査研究・開発研究等を委託する場合

	①委託の内容
	

	②委託業者及び
代表者名
	

	③委託期間
	着手予定日　　　　　平成　　年　　月　　日

完了予定日　　　　　平成　　年　　月　　日

	④委託する理由
	


（注）委託事業がない場合は、添付を要しない。
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